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 平成 28年 12月 15日   

各      位 

 会 社 名 岡本硝子株式会社 

 代表者名 代表取締役社長 岡本 毅 

 （ＪＡＳＤＡＱ・コード 7746） 

 問合せ先 財務部        風間 卓 

電  話 04-7137-3111 

 

業務資本提携解消に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 28 年 12 月 15 日開催された取締役会において、株式会社オハラとの間の業務資本提携を解

消することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

 

１．業務資本提携解消の理由 

当社は、平成 20 年 9 月 16 日付で公表いたしました「業務・資本提携および第三者割当により発行され

る株式の募集に関するお知らせ」のとおり、太陽光発電用ガラス集光レンズに関する共同開発等を目的とし

て、業務提携を進めるとともに、業務上の提携をより確固たるものとするため、資本提携も行ってまいりま

した。 

集光型太陽光発電は、各国での再生可能エネルギー固定価格制度の見直しの影響による先駆的な開発企

業の撤退などがあり、共同開発のターゲットとしていた集光型太陽光発電向けガラス製品を取り巻く状況

は大きく変化しております。こうした事業環境の変化とこれまでの取り組みを踏まえ、今後の方針について

両者で協議した結果、当該提携は一定の成果が得られたことから、平成 28 年 12 月 15 日付で業務資本提携

を解消することについて合意いたしました。 

 

２．業務資本提携解消の内容等 

（１）解消する業務資本提携の内容 

上記「１．業務資本提携解消の理由」のとおり、業務提携を本日付で終了させることといたします。また、

資本提携に関しましては、今後、株式会社オハラが保有する当社の株式を市場で売却することにより解消さ

れる予定です。 

（２）株式会社オハラが保有している株式及びその取扱い 

株式会社オハラが保有する当社株式数は 1,500,000 株（平成 28 年 9 月 30 日現在 保有割合 7.92%）であり

ます。株式会社オハラからは、今後マーケットへの影響に配慮しながら市場にて売却するとの方針を伝えら

れております。 
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３．業務資本提携解消の相手先の概要 

（１）名称 株式会社オハラ 

（２）本社所在地 神奈川県相模原市中央区小山一丁目 15 番 30 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 齋藤 弘和 

（４）事業内容 光学及び情報機器向けガラス素材の製造・販売 

（５）資本金 5,855,000 千円(平成 27 年 10 月 31 日現在) 

（６）設立年月日 昭和 16 年 11 月 1 日 

（７）大株主構成および持株比率 

(平成 27 年 10 月 31 日現在) 

セイコーホールディングス株式会社 18.5% 

キャノン株式会社                 18.4% 

京橋起業株式会社                 18.4% 

三光起業株式会社                  6.4% 

（８）当社と当該会社との関係 資本関係 当該会社は当社の株式を 1,500,000 株保有しており

ます。(発行済み株式に対する割合 7.92%) 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 営業取引があります。 

関連当事者へ 

の該当状況 

該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態      (連結 単位:千円) 

決算期 平成 25 年 10 月期 平成 26 年 10 月期 平成 27 年 10 月期 

連結純資産 38,971,879 40,672,595 41,522,767 

連結総資産 54,582,432 54,823,721 55,130,057 

1 株当たり連結純資産(円) 1,582.67 1,650.60 1,706.97 

連結売上高 26,103,105 24,797,010 22,820,286 

連結営業損益 △674,922 △110,484 538,297 

連結経常利益 765,218 494,636 1,316,128 

当期純損益 △4,005,194 17,342 545,502 

1 株当たり連結当期純損益(円) △164.65 0.71 22.43 

1 株当たり配当金(円) 10.00 10.00 15.00 

 

４．日程 

（１）取締役会決議 平成 28 年 12 月 15 日 

（２）業務資本提携解消の合意 平成 28 年 12 月 15 日 

 

５．今後の見通し 

本業務資本提携解消による当社の今期業績に与える影響は軽微であります。 

以 上 

 

 


